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← 厚生労働省 介護制度改革本部

今回の内容 
 
指定認知症対応型共同生活介護の計画作成担当者 

の欠員等に係る減算に関するＱ＆Ａについて 
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指定認知症対応型共同生活介護の計画作成担当者 
の欠員等に係る減算に関するＱ＆Ａについて 

 

介護保険制度の円滑な推進については、種々ご尽力いただき厚くお礼申し上げま

す。 

さて、別添のとおり、「指定認知症対応型共同生活介護の計画作成担当者の欠員等

に係る減算に関するＱ＆Ａ」を作成しましたので、送付いたします。 

つきましては、管内市町村及び指定認知症対応型共同生活介護事業者等関係者に

周知していただくとともに、認知症高齢者の介護に関する研修の担当課に情報提供

していただきますようお願いします。 

なお、本Ｑ＆Ａの取扱いとすることについて、追って「指定地域密着型サービス

に要する費用の額の算定に関する基準及び指定地域密着型介護予防サービスに要す

る費用の額の算定に関する基準の制定に伴う実施上の留意事項について」（平成 18

年3月31日老計発第0331005号、老振発第0331005号、老老発第0331018号厚生労

働省老健局計画課長、振興課長、老人保健課長連名通知）を改正することとしてお

ります。 

 

 

〈照会先〉 

厚生労働省老健局計画課企画法令係   TEL 03-5253-1111(内線3929) 

認知症対策推進室              (内線3869)  

 



指定認知症対応型共同生活介護の計画作成担当者 

の欠員等に係る減算に関するＱ＆Ａ 

 

（問） 認知症対応型共同生活介護事業所における計画作成担当者及び小規

模多機能型居宅介護事業所における介護支援専門員が必要な研修を修

了していない場合の減算（所定単位数の 70/100 を算定）について、

職員の突然の離職等により研修修了要件を満たさなくなった場合、必要

な研修は年間３，４回程度しか実施されていないにもかかわらず、研修

が開催されるまでの間は減算の適用を受けることになるのか。保険者の

判断により、研修の申込を行っている場合は減算対象としないといった

取扱いをすることは可能か。 

（答） 

（１） 減算の取扱いについて 

１ 認知症対応型共同生活介護事業所における計画作成担当者等が必

要な研修を修了していない場合の人員基準欠如については、その翌々

月から人員基準欠如が解消されるに至った月まで、利用者全員につい

て減算されるが、翌月の末日において人員基準を満たしていれば減算

されないこととなっている。 

 

２ 職員の離職等により、新たに計画作成担当者等を配置した場合であ

っても、研修修了要件を満たしていないときは、原則として、研修の

開催状況にかかわらず、減算の対象となる。 

 

３ しかしながら、都道府県における研修の開催状況を踏まえ、職員の

離職等の後、新たに計画作成担当者等を配置し、かつ、市町村からの

推薦を受けて都道府県に研修の申込を行い、当該計画作成担当者等が

研修を修了することが確実に見込まれる場合は、当該研修を修了する

までの間は減算対象としないこととする。 

 

４ なお、受講予定の研修を修了しなかった場合においては、通常の減

算の算定方法に基づき、（人員基準欠如が発生した翌々月から）減算

を行うこととする。 

 



  

（２） 研修受講上の配慮 

５ 市町村においては、「認知症介護実践者等養成事業の円滑な運営に

ついて」（老計発第 0331007 厚生労働省老健局計画課長通知）に

定める研修受講に当たっての都道府県への「推薦書」（別紙３）の余

白等を活用して、「当該事業所は職員の離職等により人員基準欠如と

なったが、当該職員に代わる新たな職員を配置しており、新たな職員

に対して早期に研修を受講させる必要がある」旨を明記し、都道府県

がその状況が確認できるようにすること。 

 

６ 都道府県においては、市町村から上記「推薦書」が提出された場合

には、新たに配置された職員に早期に研修を修了させて、実務に活か

されるようにする観点から、当該職員を優先して、最も近い研修を受

講させるよう配慮されたい。 

 


